
 平成２８年度博士課程研究遂行協力制度募集要項【医学系研究科】 

 

１．目的 

優秀な博士課程学生に対して学業を奨励するとともに、東京大学全体の学術研究の質

的レベルの向上を図るため、必要な学術研究業務を委嘱する。 

 

２．委嘱する学術研究業務内容 

  学生から提出された学術研究遂行協力計画書（様式１）を基に、ＲＡ等評価委員会にお

いて採択された学術研究業務を委嘱する。 

 

３．委嘱の対象 

 委嘱の対象者は、本研究科に在籍する博士後期課程及び医学博士課程の学生とする。

（RAとの重複も可）。 

ただし次のものは除く。 

留年者、休学者、国費留学生、日本学術振興会特別研究員、博士課程教育リーディン

グプログラムの奨励金受給者、民間財団の奨学金受給者（返済義務の無いもので月額２

０万円以上受給しているもの） 

本制度に委嘱後、上記の対象者に当てはまらないことがわかった場合には、遂行費の

返還をもとめることがある。 

なお、留年者のうち本年度学位取得見込み者で指導教員による理由書・研究業績書 

を６月１３日（月）までに提出でき、かつＲＡ等評価委員会の承認を得た者は特例的 

に申請が認められる場合がある。この場合、承認通知等はしないので申請書類は所定締 

切日までに提出すること（不承認の場合のみ通知）。 

 

４．選考方法 

ＲＡ等評価委員会において委嘱者の選考を行う。 

（第１段階） 

医学博士課程（４年・３年）又は博士後期課程（３年・２年）を対象に上位学年から

順に学年基準選考を行う。 

１）各専攻において、学年毎に順位付けを行うものとする。 

ただし、専攻の事情によっては「指導教員別」に順位付けを行うこともできる。 

なお、このどちらの場合においても、上位学年から順位付けを行うものとする。 

２）各専攻の在籍者数を考慮して、上位学年から学年毎の推薦順位に従って決めてい

く。 

※第１段階に該当しない下位の学年で、上位学年と同等以上の研究遂行能力を有し、

かつ、経済的困窮度が極めて高いため、特に推薦したい者がいる場合には、指導教

員による推薦及び、学生本人による経済的状況を記載した理由書（様式は HP より

ダウンロードすること）を６月１３日（月）までに提出することで、第１段階の学

年基準選考の対象とすることができる。但しＲＡ等評価委員会で承認を得た者に

限る。 

 ※各専攻の配分より、応募者が下回る場合には順位付けは不要。 

 

（第２段階） 

第１段階の選考結果で、研究科全体の枠に余りがある場合には、残りの配分数を各専



攻の対象学年の在籍者数に応じて再配分し、第１段階で漏れた者、医学博士課程（２年・

１年）並びに博士後期課程（１年）を対象に、ＲＡ等評価委員会において第１段階と同

じ基準で決定する。 

   

  なお、採用されなかった学生が複数いる場合には、順位付けをする。 

  休学、退学等の理由により委嘱の中止をした学生の受給予定分を、上記の不採用者に

割り振ることがある。 

 

５．学術研究業務単価 

学術研究業務を委嘱する学生には、月額単価 50,000 円を支給する。 

 

６．委嘱期間 

  平成２８年８月１日から平成２９年１月３１日とする。 

 

７．申し込み方法 

応募する学生は、委嘱予定開始日の３週間前である平成２８年７月１日（金）午後５時

（厳守）までに、下記の必要書類を所属分野の事務室に提出すること。 

なお、医科学研究所に所属する学生で所属分野の事務室がない場合は、上記期限までに

医科学研究所大学院事務室に提出すること。 

必要書類の様式は、大学院係のホームページから入手すること。 

【必要書類】 

・学術研究遂行協力計画書（様式１） 

・学術研究業務委嘱願（様式２） 

・給与所得者の扶養控除等（異動）申告書 注１ 

・給与の全額口座振り込み申出書 注２ 

・在留カード（外国人登録証明書）両面のコピー （留学生のみ） 

・改姓報告・旧姓使用等申出書（希望者のみ） 注３ 

 

注１：・別の機関等で給与を得ており、そちらで提出する場合にも、その旨明記のうえ

必ず提出すること。 

    ・この申告書は必ず戸籍名を記入し、世帯主との関係、住所を明確に記入するこ

と。 

注２：・留学生の場合、通帳のコピー（口座名義の確認できる部分）も添付すること。 

注３：・委嘱と同時に旧姓使用を希望するものは改姓報告・旧姓使用等申出書を提出す

ること。 

 

８．採用者決定の時期と通知 

平成２８年８月１日付け委嘱者の決定及び通知は、平成２８年７月２９日（金）までに

行う予定である。 

 

９．学術研究業務単価の支払 

  平成２８年８月以降、委嘱開始月分より翌月払いにて支払う。 

 



 

10．学術研究業務終了報告 

  委嘱者は学術研究業務を適正に遂行し、得られた研究成果に関して年度末に学術研究

業務遂行報告書（様式３）を作成し、ＲＡ等評価委員会にて学術研究業務の実施内容及び

遂行経過の審査及び評価を受ける。 

学術研究業務遂行報告書（様式３）は、平成２９年２月８日（水）午後５時（厳守）ま

でに所属分野の事務室に提出すること。 

11．その他 

学術研究計画に変更（期間、学術研究業務など）がある場合には、速やかに所属分野の

事務室に申し出ること。ＲＡ等評価委員会において審査の上、変更に関する旨の通知を行

う。 

また、学術研究業務に対する進捗状況や態様に問題があるとＲＡ等評価委員会で判断

した場合には、委嘱期間の途中で委嘱内容の変更又は委嘱の取り止めを行う場合がある。 

 

12．注意事項 

（１）委嘱期間中に、休学や除外対象者となり委嘱資格を喪失した場合には速やかに申し出

る義務がある。なお、この場合も、学術研究業務遂行報告書（様式３）を提出しなけれ

ばならない。 

（２）学術研究業務単価の支給は、税法上、給与所得として課税されるので、毎月所得税    

を源泉徴収の上、支給することとなる。その際、本制度以外の給与と併せて１月から１

２月までの年収が１０３万円を超えると所得税が課税されるため、年末調整や確定申

告を行う必要がある。なお、当該年収に応じては、次年度に住民税が課税される場合も

ある。 

（３）本制度以外の給与と併せて一定の年収を超える場合は、所得税法上の扶養控除を受け

られないことや、親の健康保険の被扶養者からはずれる場合がある。 

（４）委嘱と同時に旧姓使用する場合や、委嘱期間中に改姓をした場合は、速やかに大学院

係に連絡して下さい。別途書類を提出していただくことがあります。 

 


